
公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・応
募者数

電磁流体力学解析装置のソ
フトウェアライセンス更新
等

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和6年12月3日

計測エンジニアリング
システム(株)

東京都千代田区内神田
1-9-5

7010001080109

本件の履行にあたっては、電磁流体
力学解析装置のシミュレーションソ
フトウェア（COMSOL Multiphysics）
のライセンス更新権限及び同技術的
知識を有していることが必要不可欠
であり、公募を実施したが、応募者
が契約相手方1者のみであったため。
（会計法２９条の３第４項）

3,522,200 3,522,200 100.00%

リアルタイム質量分析計の
点検・整備役務

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和6年12月5日

西川計測(株)

東京都渋谷区代々木３
－２２－７

1010401021428

本件の履行にあたっては、リアルタ
イム質量分析計の性能・構造に関す
る知識及び技術を有していることが
必要不可欠であり、公募を実施した
が、応募者が契約相手方1者のみで
あったため。
（会計法２９条の３第４項）

2,200,000 2,200,000 100.00%

IM弾薬技術の研究のための
技術支援（その２）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和6年12月13日

中国化薬（株）

広島県呉市天応塩谷町
１番６号

4240001026181

本件の履行にあたってはIM弾薬技術
の研究で製造したIM試験用供給品及
び試験用安全化部品に関する知識及
び技術を有していることが必要不可
欠であり、公募を実施したが、応募
者が契約相手方１者のみであったた
め。
（会計法２９条の３第４項）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

3,671,800 -

探知結果表示システムの改
修役務（自動物体検出機能
の追加）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和6年12月13日

(株)構造計画研究所

東京都中野区本町四丁
目３８番１３号日本ホ
ルスタイン会館内

7011201001655

本件の履行にあたっては官の保有す
る探知結果表示システムの構造、ア
ルゴリズムに関する知識及び技術を
有していることが必要不可欠であ
り、公募を実施したが、応募者が契
約相手方１者のみであったため。
（会計法２９条の３第４項）

21,780,000 21,780,000 100.00%

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

法人番号

付紙様式第４



公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・応
募者数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

法人番号

付紙様式第４

IM弾薬技術の研究のための
技術支援（その１）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和6年12月17日

(株)小松製作所

東京都港区海岸一丁目
２番２０号

1010401010455

本件の履行にあたってはIM弾薬技術
の研究で製造したIM試験用供試品及
び試験用供試品（銃撃・静爆）に関
する知識及び技術を有していること
が必要不可欠であり、公募を実施し
たが、応募者が契約相手方１者のみ
であったため。
（会計法２９条の３第４項）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

11,866,800 －

IM弾薬技術の研究のための
技術支援（その３）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和6年12月19日

日本工機(株)

東京都港区西新橋二丁
目36番1号

9010401022427

本件の履行にあたってはIM弾薬技術
の研究で製造した試験用供試品のう
ち試験用多目的弾及び試験用供試品
（銃撃・静爆）のうち試験用多目的
弾に関する知識及び技術を有してい
ることが必要不可欠であり、公募を
実施したが、応募者が契約相手方１
者のみであったため。
（会計法２９条の３第４項）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

2,664,200 －

量子磁気センサによる地雷
探知に関する検討役務

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和6年12月20日

明星電気(株)

群馬県伊勢崎市長沼町
２２２３番地

2010001007784

本契約は競争に付した結果、予定価
格の制限に達した者がいないことに
より再度入札を行ったが、落札者が
いなかったため。
(予決令第９９条の２）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

3,333,000 －

数値解析プログラムソフト
ウェアのうちAUTODYNのライ
センス更新等

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和6年12月20日

アンシス・ジャパン
(株)

東京都新宿区西新宿6
丁目10番1号

6011101057245

本件の履行にあたっては陸上装備研
究所所有の数値解析プログラムソフ
トウェア（ANSYS社 AUTODYN）のライ
センス権限、知識及び技術を有して
いることが必要不可欠であり、公募
を実施したが、応募者が契約相手方
１者のみであったため。
（会計法２９条の３第４項）

3,379,200 3,379,200 100.00%



公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・応
募者数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

法人番号

付紙様式第４

高速弾撃試験装置の点検整
備

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和6年12月20日

富士電波工機(株)

埼玉県鶴ヶ島市富士見
６丁目２番２２号

1030001069171

本件の履行にあたっては高速弾撃試
験装置の取扱いに関する知識及び技
術を有していることが必要不可欠で
あり、公募を実施したが、応募者が
契約相手方１者のみであったため。
（会計法２９条の３第４項）

1,569,700 1,491,556 95.02%

数値解析プログラムソフト
ウェアのうちLS-DYNAのライ
センス更新

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁陸上装備研究所
総務課長　前原　正臣
神奈川県相模原市中央区淵
野辺２－９－５４

令和6年12月24日

伊藤忠テクノソリュー
ションズ（株）

東京都港区虎ノ門4丁
目1番1号

2010001010788

本件の履行にあたっては陸上装備研
究所所有の数値解析プログラムソフ
トウェア（ANSYS社LS-DYNA）のライ
センス権限、知識及び技術を有して
いることが必要不可欠であり、公募
を実施したが、応募者が契約相手方
１者のみであったため。
（会計法２９条の３第４項）

4,610,100 4,610,100 100.00%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


